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空き家の現状（平成20年住宅・土地・統計調査（総務省））

○ 平成20年10月１日現在における全国の総住宅数5,759万戸に対して、空き家は757万戸
となっており、空き家率は13.1％と過去最高であり、平成15年調査から97万戸の増加。

○ 都道府県別の空き家率についてみると、最も高い山梨県で20.3％、最も低い沖縄県でも
10.3％と、すべての都道府県で空き家率が１割以上となっている。

（総務省統計局作成）

空き家数及び空き家率の推移-全国（昭和38年～平成20年）

都道府県別空き家率（平成20年）
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空き家の増加 － 空き家の種類別の空き家数の推移

○ 空き家の総数は、この２０年で倍増。 空き家のうち「賃貸用又は売却用」の増加率は減少しているが、「その
他の住宅」の増加率は増大している。

（万戸）

二次的住宅：別荘及びその他（たまに寝泊まりする人がいる住宅）
賃貸用又は売却用の住宅：新築・中古を問わず，賃貸又は売却のために空き家になっている住宅
その他の住宅：上記の他に人が住んでいない住宅で，例えば，転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建て替えなどのた

めに取り壊すことになっている住宅など

住宅・土地統計調査（総務省）
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空き家の増加 － 空き家の状況（３大都市圏とその他の地域）
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○ 空き家率は、３大都市圏でも１２．１％に及び、そのうち、長期不在・取り壊し予定の空き家（「その他の住
宅」）の割合は 空き家の３０％を占める。

平成20年住宅・土地統計調査（総務省） 3



長期不在・取り壊し予定の空き家の特徴

○ 全国に268万戸あり、空き家の１／３以上（35％）

を占める

○ 20年前（S63）と比べ倍増（2.0倍）

○ 増大傾向にある

（51万戸増（S63→H10）→86万戸増（H10→H20））

○ 268万戸のうち、木造戸建て住宅が173万戸（65％）

（全住宅に占める木造戸建て住宅の割合は51％）

さらにこのうち腐朽・破損のある住宅は61万戸（23%）

（全住宅に占める腐朽・破損のある住宅の割合は9％）

■ 長期不在・取り壊し予定の「その他の住宅」とは

賃貸又は売却の予定がなく、別荘等でもない空き家であり、転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたっ
て不在の住宅や、建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅などが含まれる。他の区分と比べ管理
が不十分になりがちと考えられる。

平成20年度住宅・土地統計調査（総務省）より
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○北陸地方の空き家の状況

住宅総数 Ａ
（千戸）

空き家総数 B
（千戸）

B/A (%)
Ｂのうち木造戸
建て空き家数 C

（千戸）

C/A (%)

新潟県 924 113 12.2% 50 5.4%

富山県 421 52 12.4% 24 5.6%

石川県 494 73 14.7% 27 5.4%

北 陸 1,839 238 12.9% 100 5.4%

全 国 57,166 7,568 13.2% 2,382 4.2%

住宅ストックのうち、約１３％（北陸地方平均）が空き家。木造戸建て住宅の空き家に限ると、全住宅ストックの約
５％（同上）を占め、全国平均を上回る。

（出典：平成20年住宅・土地統計調査）

空き家の増加 － 空き家の状況（北陸地方整備局管内）



空き家の発生による問題

○防災性の低下
倒壊、崩壊、屋根・外壁の落下
火災発生のおそれ

○防犯性の低下
犯罪の誘発

○ごみの不法投棄

○衛生の悪化、悪臭の発生
蚊、蝿、ねずみ、野良猫の発生、集中

○風景、景観の悪化

○その他
樹枝の越境、雑草の繁茂、落ち葉の飛散 等

想定される問題の例

0 50 100 150 200 250 300 350

その他

悪臭の発生

火災の発生を誘発

ゴミなどの不法投棄等を誘発

防災や防犯機能の低下

風景・景観の悪化

管理水準の低下した空き家や空き店舗の周辺への影響

※国土交通省による全国1,804全市区町村を対象とする
アンケート（H21.1）結果。回答率は６７％

※上記の件数は、複数回答によるもの

（件）
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管理放棄空き家等の事故事例

平成23年2月4日付 朝日新聞

積雪による倒壊（横手市）

管理を放棄された空き家において、不審火による出火や突風等による倒壊、外壁材や屋根材
の飛散・落下事故が発生。

平成21年3月14日付 毎日新聞

不審火による出火（ふじみ野市） 突風による倒壊（香南市）

平成22年8月12日付 高知新聞
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十日町市：4(1)

津南町：12(1)

長岡市：17(7)

上越市：43(12)

糸魚川市：22(9)

湯沢町：1

南魚沼市：12
妙高市：45(7)

降雪量は平年（過去5ヵ年平均）の 約２．０
倍 （過去10ヵ年平均に対し約１．７倍）

新潟県内で被害の多かったところ(2月末現在)

（新潟県からの報告をもとに作成）

凡例 市町村名：被害件数（そのうち空き家件数）

白抜きは雪害報告のなかった市町村

・今回の積雪で新潟県内において211件の被害。そのうち47件（約22％）は空き家

・被害内訳 全壊115（約55％）、半壊24（約11％）、一部損壊72（約34％）

・住宅/非住宅の別 住宅79（約37％）、非住宅132（約63％）

・被害の多かったのは雪の多い中越から上越にかけてだが、十日町や湯沢のように被害の少なかったところもある。

平成24年豪雪による建築物雪害状況（新潟県）
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降雪量は平年（過去5ヵ年平均）の 約２．０倍 （過去10ヵ年平均に対し約１．７倍）

2月15日現在の積雪深は平年の約２.５倍で、H１８豪雪より多い

人的被害について
は報告なし

市町村
住宅 非住宅

合計
全壊 半壊 一部損壊 全壊 半壊 一部損壊

妙高市 5(2) 1(1) 16(3) 12 3 8(1) 45(7)

上越市 11(9) 3(3) 1 22 4 2 43(12)

糸魚川市 3(3) 3(1) 1(1) 11(1) 4(3) 22(9)

長岡市 4(4) 1 6(3) 3 1 2 17(7)

南魚沼市 2 1 1 2 6 12

津南町 1(1) 3 1 7 12(1)

見附市 3(2) 8 11(2)

関川村 1 4 1 6

柏崎市 1 5(3) 6(3)

魚沼市 1(1) 2 1 2 6(1)

加茂市 2 1 2 5

十日町市 1(1) 2 1 4(1)

小千谷市 1(1) 2 1 4(1)

三条市 1(1) 1(1) 1 3(2)

五泉市 2(1) 1 3(1)

阿賀町 3 3

阿賀野市 3 3

村上市 1 1 2

新発田市 1 1 2

湯沢町 1 1

田上町 1 1

合計 33(25) 10(5) 36(8) 82(5) 14 36(4) 211(47)

( )内はそのうちの
空き家数

2月末現在

平成24年豪雪による建築物雪害状況（市町村別）
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注）「2月末の数値であり、

県が発表する最終的な数
値と違う場合がある」



空き家に関する地方公共団体の問題意識と取組み状況

■全国における空き家に
関する問題意識

資料：国土交通省住宅局「地方公共団体の空き家等対策に関するアンケート調査」（平成23年3月）より作成

■全国における空き家対策の実施状況

①問題があ

ると考えて

いる②現時点に

おいては

問題として

認識してい

ない
73.9%

（1,244）

26.1%
（499）

空き家に関する問題があると考えている地方公共団体は約３／４に上るが、具体的な空き家対策の取組みを
実施している地方公共団体は約３割。

22.5%

8.1%

28.1%

10.4%

4.1%

11.1%

77.5%

91.9%

71.9%

89.6%

95.9%

88.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑥空き家利用にかかる

相談体制の整備

⑤空き家の購入・

改修費等の助成

④空き家情報の提供

③空き家の除去

②賃貸住宅として提供

①改修後に交流施設等の

地域資源として活用

取り組みを実施 特に取り組みはしていない

（194） （1,549）

（171） （1,672）

（181） （1,562）

（489） （1,254）

（141） （1,602）

（393） （1,350）
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国の政策上の位置づけ

第２ 住生活の安定の確保及び向上の促進に関する目標並びにその達成
のために必要な基本的な施策

目標３ 多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整備

③ 多様な居住ニーズに応じた住宅の確保の促進と需給の不適合の解消

国民が無理のない負担で居住ニースに応じた住宅を確保することを促進すると
ともに、子育て世帯等の住み替えの促進や既存ストックの有効活用等による需給
の不適合の解消により居住水準の向上を図る。

【基本的な施策】
○空家の再生及び除却や情報提供等により空家の有効活用等を促進する。

住生活基本計画（全国計画）（平成23年3月15日閣議決定） 抜粋
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関係省庁連絡会議
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国土交通省ワーキンググループ設置


